







































































































































































もある意味で、は死命を制する O 町は70年 4月から，地域計四委員会による将





































































































都市との比較をしたものである O 造船所の操業直前の 3年間(1967，-..，69年度)
と最近 3年間 0981--83年度)を比較すると，この聞に町の財政支出は13倍
と急増した。乙の増加を主導したのは，民生賀 (24倍)，土木賀 (27倍)，教













千6円.8(2.%4) 千6円.0(2.2%) 千4円.9 (2.4形) 議会費 4.7 2.3 2.4 
総務費 29.0 14.7 6.7 16.3 60.1 (21.0) 31.7 (11.5) 33.1 (16.4) 
民 生費 10.2 18.2 23.5 10.7 49.5 (17.3) 25.3 (9.2) 24.0 (11.9) 
衛 生費 11.0 10.0 12.0 6.5 25.1 (8.8) 28.9 (10.5) 12.2 (6.1) 
労 働費 13.8 1.7 1.6 0.4 6.2 (2.2) 1.9 (0.9) 
農林水産業費 0.3 0.3 14.5 0.7 (0.2) 39.7 (14.4) 24.4 (12.1) 
商 工費 0.1 0.0 6.0 3.0 0.5 (0.2) 9.5 (3.5) 4.6 (2.3) 
土木賀 10.5 21.1 26.7 15.9 63.5 (22.2) 66.4 (24.2) 33.4 (16.6) 
消防費 1.6 2.0 16.3 3.5 5.2 (1.8) 7.9 (2.9) 6.8 (3.4) 
教育費 15.9 21.7 17.9 16.1 45.5 (15.9) 33.5 (12.2) 36.1 (17.9) 
災害復旧費 1.8 皆増 1.7 4.2 (1.4) 2.8 (1.0) 3.4 (1.7) 
公 債費 2.9 6.0 9.5 14.7 (5.1) 23.1 (8.4) 16.0 (7.9) 
諸支出金 0.0 0.1 42.5 0.3 4.7 (1.6) 一 0.7 (0.3) 






















;74 呑焼町 大島町 全国類似団体1967'"'-'6い70'"'-'7411975'"'-'7911980'"'-'83 1980---83 1980'"'-'83 
96 % % % 男づ % % 
道路橋りょう費 53.5 23.7 18.6 8.5 31.1 58.7 61.5 
河川海岸賀 一 0.4 1.3 2.0 7.3 3.7 3.4 
都市計画費 一 22.8 43.4 66.5 8.6 10.6 8.3 
住 宅 賀 13.0 44.2 11. 7 15.7 45.6 14.1 1.4 
そ の イ也 57.4 8.9 25.0 7.4 7.4 12.9 15.3 
一
β同、 計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
(千円〉 12，792 892，095 1， 701， 178 1，713，010 2，907，286 



























の特徴は一層鮮明であろう o 両町は産業構造は同類型 (II次， il次産業就業
人口比率85労以上)に分類されているが，人口では大島町の方が約 2千人多
い〈表11の脚注，参照)。一般に町村で、は人口規模の小さいほど住民 1人当






























































3，466 (9.3)/27，564 (19.8)/39，157 (29.1)/ 70，187 (22.6) 
5，180 (13.9)/ 2，900 (2.1)1 4，230 (3.1)112，310 (4.0) 
ー 118，464 (13.3)133，034 (24.6)151，498 (16.6) 
8，646 (23.2)148，928 (35.2)176，421 (56.9);133，995 (43.1) 
うち建設費関係11，932 (5.2)1 9，466 (6.8)157，979 (43.1)169，377 (22.3) 
経常経費関係11， 877 (5.0)1 80，604 (58.0)i 1 82，481 (26.5) 
小計 128，660(76.8)1 90，070 (64.8)1 57，979 (43.1);176，709 (56.9) 
a .合計 :37，306(100.0)1138，998(100.0);134，400(100.0):310，704(100.0)
b. aの対歳出総額 4.1 1.9 1.5 1.8 
比(%) .L.;:J 
(注) (1) I公害対策費JKは，環境公害関係の人件費及び一般経費を含む。


































24，851 (66.6) 24，851 (8.0) 
3，809 (10.2)190，070 (64.8)157，979 (43.1)1151，858 (48.9) 
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良が唯一のものである D 乙の道路用地のうち8696に当る 8.256m'は，町が粘
り強い交渉の結果，立地企業の購入した自社用地から「寄付」させたもので













































































































































































































占める造船所関係分の割合 (B/A) は 5割前後に及んでいるo とくに，



















一¥¥年度 I1 1967----711 n 1972----751 m 1976----78: 四 1979~811 1982 区分 ¥¥¥I~ i.vUlr J.Llll .J.. v J. ~' jVI 1l1 .J.vJU J，ull.V i.vJ.;:;r-uJ.1 
(1) 地方税 初 4叫449(印 0)2，626 (51.8) 3，385 (62.1) 1，327 (60.9) 
(2) 関う係ち造船所 168 (13.3)~ ， 209 (54.1) 2，339 (46.2) 2，965 (54.4) 1，165 (53.5) 
(3) 地方譲与税 以下 97 (2.4) 89 (1.8) 95 (1.7) 28 (1.3) 
(4) うン譲ち特与別税 ト 90 (2.2) 73 (1.4) 69 (1.3) 19 (0.9) 
(5) 地方交付税 294 (23.2) 20 (0.5) 17 (0.3) 25 (0.5) 4 (0.2) 
小計(1)--(5) 598 (47.2) 2，566 (62.8) 2，732 (53.9) 3，505 (64.3) 1，359 (62.4) 
(6) 使数用料料・手 37 (2.9) 96 (2.4) 117 (2.3) 146 (2.7) 58 (2.7) 
(7) 国庫支出金 181 (14.3) 551 (13.5) 633 (12.5) 566 (10.4) 247 (11.4) 
{S) 県支出金 20 (1.6) 141 (3.5) 183 (3.6) 260 (4.8) 73 (3.3) 
(9) 財産収入 90 (7.1) 30 (0.7) 62 (1.2) 98 (1.8) 55 (2.5) 
ω寄付金 22 (1.7) 26 (0.6) 1 (0.0) 以下 1 (0.0) 
ω 関う係ち造船所 10 (0.8) 一 一 一 一
U2J地方債 148 (11.7) 383 (9.4) 284 (5.6) 192 (3.5) 225 (10.3) 
Ul その他 170 (13.4) 291 (7.1) 1，056 (20.8) 685 (12.6) 159 (7.3) 
A. 合計(1)~U3) 1，266(100.0) 4，084(100.0) 5，068(100.0) 5，452(100.0) 2，177(100.0) 
B. (2)+(4)+(11) 178 2，299 2，412 3，034 1，184 
C. 効B収の入う分ち実 44 1，398 1，249 1，435 510 
成構比
(2)/(1) 55.3 90.2 89.1 87.6 87.8 
B/A 14.1 56.3 47.6 55.6 54.4 
% C/A 3.5 34.2 24.6 26.3 23.4 
A(必の)年平均伸率 24.8 36.5 3.6 9.0 17.0 









































戸玄3竺fI-~96'1~711 I 1972~万 I m 1976~苅 I IV 1979~叫 1982 
% % 
町 民 税 21.5 18.5 
うち個人分 12.4 3.1 
法人分 9.1 15.4 
固定資産税 57.3 68.4 
軽自動車税 0.6 0.1 
たばこ消費税 8.5 1.6 
電 気 税
ガ ス 税
特別土地保有税 一 0.6 
都市計画税 1.7 4.8 
メEヨ1、 計 100.0(85.2) 100.0(63.2) 
(百万円〉 304 2，449 
M船所関係ち-っh l 
町民税(法人分) 6.5 14.6 
固定資産税 39.1 65.7 
電気税 8.3 5.6 
都市計画税 1.3 4.4 
合 計 55.3 90.2 
(注) 合計欄の( )内は年平均伸び率。
(資料〉 前表と同じ。
Fぢ 男づ % 
14.5 11.0 16.9 
4.0 4.0 4.5 
10.6 7.0 12.3 
71.8 74.0 68.3 
0.1 0.1 0.1 
1.5 1.4 1.4 
5.2 5.4 5.3 
一 一 一
0.7 0.1 0.1 
6.2 8.0 8.0 
100.0 (4.1) 100.0 (8.0) 100.0 (9.3) 
2，626 3，385 1，327 
10.2 6.5 11.8 
68.4 68.8 63.8 
4.9 5.2 5.1 
5.5 7.1 7.1 









































































































二旨¥l土 地|建 物|償資産却|合 計|税 F 
Fぢ % % % 百万円
1968 26.3 70.2 21.7 100.0 33.1 
1969 11.1 56.6 32.5 100.0 14.3 
1970 7.8 44.2 48.1 100.0 49.8 
1971 7.2 38.0 54.7 100.0 73.9 
1972 5.6 47.1 47.4 100.0 159.7 
1973 8.8 24.6 66.5 100.0 448.7 
1974 15.9 26.3 57.8 100.0 463.6 
1975 19.5 24.3 56.3 100.0 601.1 
1976 24.8 26.8 48.4 100.0 552.5 
1977 25.1 22.0 52.8 100.0 675.1 
1978 26.8 23.4 49.7 100.0 651.0 
1979 31.9 23.5 44.6 100.0 799.3 (658.3) 
1980 37.5 23.3 39.3 100.0 816.9 (672.7) 
1981 39.3 21.9 38.7 100.0 881.1 (725.6) 




























































































(1) 申 tEh 3 所 得 185，669 
貸 恒l 51 当 金 ム 270
(2) 退職 給与 51 当 金 42，820 
金引当
保証 工事 51 当 金 6，616 
債権償却特別勘定 35，704 
. 国際科学技術博覧会出展引当金 95 
意金 価 格 変 動 準 備 金 ム 4，590 
海外市場開拓準備金 ム 687 
海 外 投 資等損失準備金 ム 10，834
計 68，854 
(3) 特 別 償 却 2，527 
(4) 圧 縮 言己 帳 55，998 
(5) 受取配当益金不算入 29，040 
(6) 課税所得圧縮額 (2)--(5) 156，419 
(7) 実 所 f早 額 (1)+(6) 342，088 

















































年度| 1976 1977 
(1) 申 止Eと3 所 f尋 28，289 30，224 
(2) 実 所 得 58，978 42，557 
(3) 所得圧縮率
(2)ー(1)
(%) 52.0 29.0 (2) 
(4) 法人三税の現行税制による税額(1) 15，917 17，036 
(5) /1 実 税 額(2) 34，750 25，075 
(6) fノ 軽 減 税 額 (5)ー(4) 18，833 8，039 
(7) 税 率 表 面 (4)/(1) (%) 56.3 56.4 
実 効性)/(2) (%) 27.0 40.0 
(8) 軽減税比率 (6l!(5) (%) 54.2 32.1 
(9) 地 域 自d 基 準(%) 5.7 6.5 
焼分香町
a. 法人 住民税(3) (現行) 74 90 
b. 〆'/ (実税額〉 163 134 
C /1 軽 減税額 (b-a) 89 44 












































13，844 34，974 21，141 34，336 22，860 185，669 
14，432 43，489 36，769 56，130 89，733 342，088 
4.1 19.6 42.5 38.8 74.5 45.7 
7，110 19，527 11，896 20，447 13，415 105，348 
8，504 25，625 21，665 34，390 54，976 204，985 
1，394 6，098 9，769 13，943 41，561 99，637 
51.4 55.8 56.3 59.5 58.7 56.7 
49.3 44.9 32.4 36.4 14.9 30.8 
16.4 23.8 45.1 40.5 75.6 48.6 
5.6 4.9 4.5 5.5 5.2 5.4 
31 77 43 94 58 467 
39 103 80 160 241 920 
8 26 37 66 183 453 







































弘久『新財政法学・自治体財政権』勤草書房， 1977年， 278'"'-'282ページ。 rジュリス


















































15) r有価証券報告書…j (注13)，1982年版， 25ページ， 41ページ。
16)大内忠昭『地方税における企業課税』第一法規， 1984年， 190，..191ページ。なお，
1967年の税制改正によって，それまでの市町人口の多寡に応じた税率構造が廃止さ
れ，①法人の資本金規模が 1千万円を超える法人，②それ以下の法人の2段階に分け
られた。しかし，①においても均等割はわずか5，000円(うち市町村4，000円)と低額
のうえ，大法人と中小法人との格差は全く考I長されていなかった。その結果，大企業
として設備投資を行い経常経営をしていても，税務会計上欠損法人となった場合に
は，地方法人所得課税としては，均等割分5，000円しか支払っていなかった。
17)乙の点についての先駆的実証研究としては，山本，前掲書(注6)，128---140ペー
ジ。また，その後の動向については，遠藤宏一「地方税制度と課税自主権J， r都市
問題J72巻3号， 1981年3月， 52----55ページ。
N おわりに
本稿において最も基底にあった問題意識は，おおよそ次のようなものであ
った。
今日，わが国の地域開発はこれまでの外来型開発だけではなく，むしろ内
発的発展をめぐって，その真のあり方が間われているようにみえる o とはい
え，日本の従来型の地域開発政策は，端的に言えば，その時どきの国際分業
のあり方に対応するリーディング産業のための産業立地政策であったといっ
てよいD したがって，乙れまでのわが国地域開発政策は外来型開発を典型と
しており，大多数がそのようなものとして展開されてきた。今日，産業構造
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の新たな転換局面に見合って，テクノポリス構想など新型の外来型開発がお
し進められる一方，従来の外来型開発都市は多くの深刻な困難をかかえてい
るo
こうした外来型開発に代って，あるべき地域開発としての「内発的発展」
の理論と政策を深めていくことが今日極めて重要であることは言うまでもな
い。しかし，それと同時に，深刻な困難と問題をかかえている従来からの多
数の外来型開発都市を，現に存在する大企業の事業所をさしあたって前提と
しながら，いかに再生させていくかということも，いまや避けては通れない
緊要の課題であるo もちろん外来型開発都市の抜本的再生のためには，①乙
うした都市の困難や都市問題の根因となっている，大企業の「自由」な営利
的企業活動にたいする国民経済レベルでの民主的規制・管理と，②そのよう
な企業活動を支える中央集権的な官僚政治機構や行財政制度の抜本的改革が
不可欠であろう。乙うした基本的な経済社会システムの大枠に手をつけず，
乙れを前提としたままでは，そうした企業都市のかかえる経済困難や都市問
題を根本から解決する乙とはできない。では，抜本的改革がなされなければ，
外来型開発都市の再生は全く不可能なのか? 逆に言えば，外来型開発都市
の再生への展望が見通しえないようでは，そうした抜本的改革自体が不可能
なのではないか? 乙れは堂々めぐりの悪循環のようにみえる。この悪循環
を突破する最も有力な鍵のーっこそ，そのような企業都市における民主的自
治体の確立とその下での都市の再生，及び，この再生を制約している集権的
な大企業一官僚政治機構への民主的自治体による対抗と規制・管理の志味を
明らかlこすることであり，それによってはじめて根本的解決への方向と展望
も開けていくのではないか? 以上が，本稿の基本的な問題意識であった口
そのうえにわれわれが設定した課題は，外来型開発による企業都市，とり
わけその一典型である「企業城下町」に確立した民主的自治体が，都市の再
生にたいして，さらにはこれを阻害する集権的官僚機構の官僚統制!と立地大
企業の地域独占・地域支配にたいしてとってきた行財政活動の成果と教訓，
その今日的限界と制約，今後の課題を明らかにすることであった。企業部市
において，都市再生をめぐるこのような確執は，他ならぬ現代的地域自治の
50 経営と経済
発展と不可分といってよい。研究課題への接近に際して，われわれが「企業
城下町」における今日の地域自治の矛盾の展開，その発展の視角をとくに重
視した所以である。乙のような「企業城下町」に確立した民主的自治体の典
型として香焼町をとりあげ，そとへの三菱重工業の巨大造船所立地による地
域開発と自治体行財政との相互規定関係を問題とした。最後に，設定された
課題にたいする一応の結論を要約してお乙う o
(1) 企業城下町に確立した民主的自治体が集権的官僚支配や立地大企業の
地域独占，地域支配に抗して，これを規制し管理していく余地と努力は，現
行法制の枠内においてさえ，十分に評価されるべきであるo
第 11乙，地域開発に伴って地方自治体を中央集権的地域支配の手段に転化
させようとする動きは，香焼町の場合にも，財政再建準用団体期の行財政に対
する厳しい中央統制はいうまでもなく，その後も，合併勧奨，第 2次外港計
画， LPG基地建設計画など，次つぎに生じてきた。このような集権化の策
動に対して，それを議会だけではなく，直接住民に問い，自治体労働者や議
員をも含めて参加と学習の場をっくり，専門家を組織し，彼らも加わって討
議をつみ重ね，こうして地域全体の自治能力と結びつきを強める方向で，要
するに地域の住民自治の内容を豊かにする方向で対処するとき，問題解決へ
の可能性が聞けてきたことは教訓的である o
第21乙，地域開発に伴い，環境，希少資源，社会資本などに対する大企業
の地域独占や地域支配の動き，またそれに起因する社会的損失や負担の住民
と自治体への転嫁の勤きも，くり返し生じてきた。これにたいして，地域の
住民運動や民主化運動に支えられた民主的自治体は，住民にとっての砦とな
り，現行法制の枠内でも，専門家の知恵や先進条項を活用することによって，
立地大企業による環境破壊や地域独占を可能な限り防除してきたo それだけ
ではなく，環境アセスメントや第2次外港計画問題，集水地区での大規模
団地開発問題にも明らかなように，総合的な町づくりの理念と政策に基づく
対案を用意し，これを無謀な地域開発計画に対置している o 以上の結果，自
主・民主・科学・計画・総合などの特性をもって地域の共同的一体性を確保
する独自の自治活動が展開され，乙れによって，大企業行動とそれを促進す
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る公権力への民主的規制，管理の内容と手法が豊かにされてきたのである o
第3に，以上のような地域独占や社会的損失の防止は，自治体財政からみ
れば，その財政活動の大企業の営利活動への吸収を許さず，乙れを可能な限
り排除するととに他ならない。その結果，乙うして真に効率化されfこ行財政
の力は，住民の生存や社会生活を強化する福祉や町づくりにむけて大きく発
揮される乙とが可能になるのである。一方，住民と自治体への負担転嫁のも
う一つの側面は大企業負担への特別の優遇措置にある O これを排除して負担
の公正を追求する乙とは，多くの企業部市が陥っているような自主財源の減
収や財政危機の弊害を防除するのに役立つ。それだけではない。固定資産税
の超過課税や法人住民税の不均一超過課税の活用は，負担の公正だけではな
く，自治体の課税自主権の行使による地域自治の発展の上からも不可欠であ
ろう D また，都市計画税のほか，資産課税の還元補助制度を活用した「グ
リーン・パンク」のような，地方税の都市政策と開発規制への活用について
も，注目されてよい O
(2) 以上のような成果と教訓にも拘らず，企業城下町における行財政活動
には，今日なお，少なからぬ限界や制約のあることも見ておかなければなら
ない。第 lは主要に法制上の制約であり，第2は自治体運営上のそれであ
る。
第 lの法制上の制約の lつは，国一地方の行財政関係を通した中央集権的
な官僚統制に由来するものであるo たとえば，産業公害や環境破壊は完全に
は発生源で規制できないだけではなく，予防，修復，賠償等について自治体
には権限の欠落や制約があり，そこに一定の妥協や自己負担による予防行政
を強いられている。また，財政自主権，とくに大企業への課税自主権の行使
には，自治体の努力にもかかわらず，中央政府による画一的な制度と運営上
の制約が大きい。 2つは，大企業行動に対する自治体の直接的規制や管理の
限界である D 環境保全や希少資源管理を通して自治体が大企業に対して行う
公共的介入は，主要には，間接的なものに留まらざるをえない。企業の立地，
撤退，業務内容変更 r合理化J，労資・下請関係など，企業の直接「経営
権」に対しては，自治体の規制権は基本的には公認されていない。今日，日
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本の大企業は産業構造の転換と「合理化J，多国籍企業化を急速に押し進めて
おり，それが地域経済社会に大きなマイナスの影響を与え，財政的には，強
制・半強制的な財政支出の増加と税収の減少をひきおこしている o
第 2の自治体運営上の制約として最も重大なのは，住民や議会の二極化構
造である o この両極分解と桔抗の傾向を再生産させているのは，いうまでも
なく，大企業-企業別労働組合一下詰関連企業の企業主義と，地域の草の根
保守主義との結合である D しかし，乙の二極化傾向は地域の一体性の確保，
住民の主体形成と地域自治の発展にとっては重大な問題であり，財政的にも
余儀なき経費支出の一因となっている D また，城主企業の占める巨大なウエ
イ卜が，地域経済と財政の自立を阻害し，独自の産業政策や財政政策の展開
を困難にしてきた側面も看過できない。
(3) それでは，企業城下町における地域自治発展の今日的限界や制約に対
して，一体~)かなる課題が提起されるべきであろうか?
第 lに，法制上の制約については，基本的には国家レベノレの問題であり，
一自治体の果たしうる余地はもちろん限定的なものでしかありえない。だ
が，るる指摘したように，現行法制の枠内においてさえ，自治体が住民運動
や地域の民主化運動に支えられ，住民による大企業の民主的規制や管理の拠
点として十分に機能を発押するなら，そうした制約や限界を押しあげる余地
は決して小さいものではなかった。同時に，こうした地域自治の内実を拡充
していくことの積極的意義こそ正当に評価されるべきであろう o なぜなら，
多数の企業部市において，そうした民主的自治体を確立することこそが，国
家レベ、ルのより高次の規制・管理の実現の契機となり，また，その内実の有
効性を保証するものだからに他ならない。
第 2に，自治体運営上の制約としてのこ極化傾向については，その最も主
要な根因が，大企業を軸とする企業主義にある限り，企業城下町においては
絶えず再生産されざるをえない。しかし，香焼町の場合にも，住民運動，地
域組織，公務労働組合，専門職者などが一体となって共同学習を進め，住民
の主体形成をはかりながら地域の共向性を再建していくヨコ割の組織と運動
の経験が，官僚統制や大企業支配への対抗としてだけでなく，就学援助や地
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域保健医療活動を通して育ちはじめている o 乙れまでのややもすると行政主
導となり易い組織と運動だけでなしこうしたヨコ割りのソフトな地域づく
りを，文化，教育，医療，福祉，産業など全ての分野で構築し，地域の住民
自治をタテ，ヨコ織りなして総合化していくことが今後の課題であろう D こ
のような地域自治の発展は，現在の二極的な自治体運営と町づくりの困難を
緩和するのにも役立つに違いない。また，立地大企業の存在を前提としなが
ら，可能な限りそれから自立した地域産業政策や中長期財政計画をベースと
した財政運営の改善も不可欠となろう o
今日，わが国の企業都市，企業城下町は，いずれも，日本資本主義の構造
的危機を背景とした産業構造の転換と「合理化J，多国籍企業体制への再編，
地方行革の推進のもとで，住民も自治体も多くの困難をかかえ，矛盾を深め
ている o 乙うした企業部市，企業城下町における地域と自治体の再生につい
て，今日ほど，全国的な調査・研究の急速な深化が求められている時は，か
つてなかったであろう。
〔註〕
1 )テクノポリス構想を含む今日の地域開発政策の意味と特徴については，次の拙稿を
参照されたい。宮入興一「地域開発政策の新展開とテクノポリスJ (仲村政文他編
r80平代の地域開発政策とテクノポリス』大月書庖.1985年〉。
2)最後に，残された課題について一言しておきたい。本稿では，企業城下町に確立さ
れた民主的自治体として香焼町を事例に考察を試みた。しかし同町についても，教
育，文化，福祉，総合的町づくりなどの共同業務については続稿に譲っており，その
意味では，乙こで述べた結論もいまだ暫定的なものにすぎない。また，企業城下町とし
ての香焼町は，本文からも推察されるように，現実には長崎市と一体となった「企業
城下圏」を形成している。この意味では，呑焼町の事例をもって単純に企業城下町の
典型例とすることには，一定の留保が必要であろう。その点を補うには，長崎市を含
めた企業城下図の検討が不可欠となる。さらに，これらと係って県行財政の分析も必
須であろう。今日，企業部市，企業城下町研究の深化は焦眉の課題といってよく，乙
れらの比較研究は今後の課題としたい。
